
１．問題意識

　１９９０年代以降のわが国経済は「失われた１０年」

という言葉に象徴されるように、否定的な印象で

語られがちである。しかし実際には、１９９０年度か

ら２００３年度にかけて名目 GDP は約５１兆円増加し
ている。８０年代に較べて鈍化したとはいえ、この

期間の日本経済は１年あたりで約３.７兆円、つまり
現在の奈良県や香川県の県内総生産に匹敵する規

模で拡大してきたことになる。

　その意味で１９９０年代を構造調整期としてとらえ

ようとする見方もある。たとえば西村（２００４）は、

１９９０年代以降のわが国経済について、問題解決を

図るための「回復の１２年」と呼んでいる。西村は、

この間における構造調整の典型として特にデジタ

ル家電の生産技術の深化に着目し、わが国経済の

質的変化の問題に議論を展開している。

　本稿でも電気機械産業を取り上げている。ただ

し、生産技術といったミクロ的問題から出発する

のではなく、電気機械産業全般の構造変化をたど

りながら地域経済への影響を検討する。電気機械

産業は１９９０年代以降大きく変化しており、地域経

済に対する影響は少なくないと予想されるからで

ある。

　かといって電気機械産業は全体として成長して

いるわけではない。内閣府「国民経済計算」でみ

ると、１９９０年度から２００３年度にかけて名目 GDP
は曲がりなりにも増加した半面、製造業の名目生

産は約１３.７兆円、年平均０.９５％減少した。増加し
たのは食料品、石油・石炭製品、輸送用機械の３

業種にすぎない。なかでも電気機械はほぼ３兆円、

年平均１.２８％減であった。電気機械産業の不振は、
この間における海外生産比率の上昇に符合してい

る。電気機械産業の海外生産比率は１９９０年度に

１１.４％であったのが、２００３年度には２３.４％に上昇
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【要　約】
　電気機械産業（電気機械器具、情報通信機械器具、電子部品・電子デバイス）について、１９９０～２００３

年の都道府県別データをもとに、主として労働生産性の変化、その規定因、地域経済への影響を検討し

た。その結果、①地理的な分散が進行していること、②情報通信機械器具のウエイトが低下し、代わり

に電子部品・電子デバイスのウエイトが拡大したこと、③付加価値額の規模が大きい都府県では付加価

値額が伸び悩むとともに、主として機器・設備の稼働率低下に伴って労働生産性（従業者あたり付加価

値額）が伸び悩んだこと、④付加価値額の規模が小さい道県では付加価値額の伸びが大きく、有形固定

資産残高の増加とも相まって労働生産性が上昇したこと、⑤労働生産性の変化に賃金水準（従業者あた

り現金給与総額）の変化が対応していないこと、⑥「工業統計」による電気機械産業の付加価値額の増

加が「県民経済計算」による電気機械の生産額の増加に帰着するためには一定の集積を必要とするとみ

られること──などが観察された。

【キーワード】電気機械産業、労働生産性、地域経済



した。これは輸送用機械の３２.６％に次ぐ高さであ
る１）。

　にもかかわらず、新たな兆候もみられる。たと

えば広島県の場合、１９９０年度から２００２年度にかけ

て県内総生産の伸びは年平均０.１２％増（都道府県
平均０.６９％増）であり、４７都道府県のうち下位か
ら３番目であった。内閣府「県民経済計算」でみ

た製造業の生産額は２.１１％減であり、やはり下位
から５番目に位置している（同１.１７％減）。ウエイ
トの高い製造業の落ち込みが県内総生産の伸び悩

みをもたらしているであろうことは想像にかたく

ない２）。

　その一方、電気機械の生産額は都道府県平均で

は年平均２.２９％減少したものの、広島県では
３.７３％増加した。経済産業省「工業統計」（従業者
４人以上の事業所）で電気機械（電気機械器具、

情報通信機械器具、電子部品・電子デバイスの合

計）の付加価値額をみると、１９９０年から２００３年に

かけて全国では１.８６％減であったが、広島県につ
いては６.１０％増となっている３）。同県における電
気機械の成長率は「県民経済計算」で第８位、「工

業統計」で第４位である。また、労働生産性（従

業者１人あたりの付加価値額）は１９９０年の第１５位

から２００３年には第３位に上昇した４）。

　この事例に示唆されているように、製造業が全

般に低迷していても、すべての業種が一様に落ち

込んでいるわけではない。そのなかでも電気機械

産業の変動は大きいようにみえる。また、工業統

計ベースの付加価値額は全事業所を対象にしたも

のではないとはいえ、県民経済計算ベースの生産

額との格差が少なくないこともうかがえる。

　１９９０年代以降、電気機械産業はどのように変化

したか、電気機械産業の構造変化にどのような要

因が作用したか、電気機械産業による付加価値は

地域経済にどの程度帰着しているか──これらを

問うことが本稿の課題である。

２．分析の前提

 （ １ ） 　本稿の意義
　電気機械産業に関する分析は、経済産業動向調

査の一環として非常に数多く実施されている。こ

れは、経済産業省の「工業統計」や「企業活動基

本調査」のようにマクロ的にとらえるものと個別

企業の財務データなどを用いてミクロ的に分析す

るものとに大別される。

　本稿の関心に近い研究としては柳井（１９９８）と

池田（１９９８）がある。柳井は、１９８５年、１９９０年、

１９９５年の３時点について、特に労働生産性と従業

者１人あたり現金給与総額の点から電気機械産業

の立地状況の変化を検討している。池田は、電気

機械産業の立地要因を用地、用水という本源的生

産要素の点から定量的に把握しようとしている。

　ただし、両人とも慨嘆していることだが、細か

くみていこうとすると電気機械産業全体の数値で

は限界がある。そのため秘匿値が多く、付加価値

額ではなく製造品出荷額を使用せざるをえないと

いった制約はあるものの、柳井（１９９８）は分析の

後半では産業細分類に基づいて都道府県別の動向

を検討しようとしている。池田（１９９８）も同様に

分析の一部で産業細分類別の検討を試みている。

　その後、２００２年の「工業統計」から電気機械産

業が３産業（電気機械器具、情報通信機械器具、

電子部品・電子デバイス）に分類された５）。分類
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１）経済産業省「我が国企業の海外事業活動」による。
１９９０年度は旧分類（分母は国内法人）、２００３年度は新
分類（分母は現地法人＋国内法人）である。
２）１９９０年代以降の特に広島県と広島市における県内総
生産の変化については櫟本（２００３）が詳しい。
３）２００３年の和歌山、山口、香川、沖縄４県については
事業所数が少なく、付加価値額などの値が秘匿されて
いる。そのため、①全国計から秘匿値のない４３県の合
計を引いて差を求め、②秘匿値のない２０００年と２００１年
における当該４県の平均構成比に基づいて按分した。
４）広島県の伸び率を上回るのは、徳島県１７.３９％、高
知県１１.０８％、北海道６.２８％である。これら３県にお
ける電気機械の付加価値額の規模は小さく、最大の徳
島県でも１,７００億円に満たない（２００３年）。そのため付
加価値額１,７００億円以上の２８都府県のなかでは広島県
の伸び率が第１位である。同様に２００３年の労働生産性
が広島県を上回るのは徳島県と高知県であることから、
付加価値額でみた上位２８都府県のなかでは広島県の労
働生産性が第１位となる。

　 　  
５）日本標準産業分類は、１９４９年に設定されて以来、産
業構造の変化や国際的な産業分類の動向に対応して定
期的に見直しがされている。前回の１９９３年改訂以降、
情報通信技術の高度化、経済のソフト化・サービス化、
少子・高齢化などが進展したことから、２００２年にはか
なり大幅な改訂が行われた。主要な改訂として、大分
類項目で情報通信業、医療・福祉、教育・学習支援業
などが新設された。中分類項目では製造業のうち電気
機械産業が本文のとおり３産業に区分された。



が細かくなった結果、従業者４人以上の事業所で

すら対象事業所が少なく、従業者数や付加価値額

が秘匿となる県が増えたという問題が発生した半

面、分析面での魅力は大幅に増進された。

　そこで本稿では、電気機械産業の新たな分類に

基づいて、１９９０年代以降の構造変化を３産業別・

地域別に詳細にたどるとともに、地域経済への影

響を検討する。この間における電気機械産業につ

いては成長分野とそうでない分野の格差が顕著で

あり、そのような構造変化による地域経済への影

響が比較的鮮明に現れることが見込まれる。

 （ ２ ） 　準拠データとその制約
　本稿は内閣府「県民経済計算」（１９９０～２００２年

度）と経済産業省「工業統計」（１９９０～２００３年）

に依拠している。前者は会計年度、後者は暦年で

ある。以下は名目値を用いている。「工業統計」に

ついては次の点に留意しなくてはならない。

①産業中分類の変更に伴い、２００２年以降について

は製造業計に新聞業と出版業を含まない。

②本稿で「電気機械産業」というとき、２００１年以

前は従来の電気機械器具製造業のことであり、

２００２年以降については３産業（電気機械器具、

情報通信機械器具、電子部品・電子デバイス）

を合計した総称として使用している。

③原則として従業者３０人以上の事業所を対象にし

ている。従業者３０人未満の事業所については付

加価値額と有形固定資産現在高が調査されてい

ないからである６）。

④有形固定資産現在高は、「工業統計」の定義に

従って「年初現在高＋取得額－除去額－減価償

却額」としている。これには土地の取得等が含

まれる７）。

 （ ３ ） 　秘匿値の扱いと地域区分
　本稿は、１９９０～２００３年の時系列データに基づく

一貫した分析に主眼を置くことにしている。その

ため産業分類が改訂された２００２年以降のみならず、

それ以前においても秘匿値が出現する和歌山、山

口、徳島、香川、高知、佐賀、大分、鹿児島、沖

縄９県については、分析対象から除外している８）。

　残り３８都道府県について、１９９０年から２００３年に

おける電気機械産業の付加価値額の変化をもとに

５つのグループに分類した（図表１）。A 群は伸び
率が最も高いグループである。その筆頭は広島県

であり、年平均６.６３％増加している９）。反対に E
群は減少率が最も大きい都道府県であり、最下位

は神奈川県の１０.２２％減となっている（全国は
１.７６％減）。
　図表１に示唆されるように、付加価値額の規模

と伸び率とは逆の関係にある。伸び率が最も低い

９都県のうち５都県は、１９９０年の付加価値額でみ

た最上位グループに属している。逆に伸び率が最

も高い８道県のうち５道県は、１９９０年の付加価値

額でみた最下位グループに含まれる。

　そのため都道府県の分類に際しては、付加価値

額の規模と伸び率という２つの指標を組み合わせ

るのではなく、後者のみを用いている。１９９０年代

以降における電気機械産業の付加価値額の変化に

関するかぎり、規模の問題はある程度において伸

び率のなかに反映されていると考えられるからで

ある。結論を少し先取りしていえば、単純に伸び

率で分類することにより、かえって特徴が浮かび

上がってくる面もある。
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６）製造業全体（従業者数４人以上）に占める電気機械
産業の構成比は、従業者数１５.８％、工業出荷額等
１７.５％、（粗）付加価値額１５.９％である。電気機械産
業（従業者数４人以上）に占める従業者数３０人以上の
事業所のウエイトは、従業者数８５.５％、工業出荷額等
９５.８％、付加価値額９３.３％である（２００３年）。
７）土地関係を含む有形固定資産現在高に対する土地関
係を除いた場合のウエイトは１９９０年代初頭に８６～８７％、
２０００年代に入って８３～８４％程度であり、それほど大き
く変化していない。しかも両者の相関は自由度調整済
み決定係数で０.９６２と高いことから、本稿では土地関
係を除去していない。

　 　  
８）秘匿値のある９県の電気機械産業の付加価値額は規
模が小さいことで共通している。秘匿値が出現しない
２００１年の場合（従業者４人以上）、１,０００億円未満が９
県のうち７県を占める。最高の大分県でも約２,４１０億
円、第２位の鹿児島県で約１,８２０億円である。これら
９県の付加価値額を合計すると（全国計から秘匿値の
ない３８都道府県の合計を引いた数値）、１９９０年には全
国の２.９％、１９９５年には４.２％であったが、２００３年には
６.０％に上昇している（従業者数３０人以上）。１９９０～
２００３年における付加価値額の平均伸び率は３.９５％であ
り、図表１でいえば A 群に分類される。
９）前述のとおり、従業者数４人以上の事業所について
広島県の伸びは第４位である。従業者数３０人以上の事
業所については徳島県と高知県の付加価値額が秘匿で
あるため、広島県の伸び率は実際には両県に次いで第
３位とみられる。



　以下では、これら５群単位で電気機械産業の動

向を分析する。そのまえに各グループの１県あた

り従業者数と付加価値額を概観しておくと、次の

点が指摘される（図表２）。

① A群から E群にかけて平均従業者数が増加して
いる。つまり、平均付加価値額の伸びと平均従

業者数とは反比例の関係にある。

②従業者規模に反比例して平均従業者数の減少が

緩やかになっている。つまり、従業者数がもと

もと多い県で減少幅が大きいのに対し、もとも

と少ない県では減少幅が少ない。

③１９９０～２００３年の平均従業者数は、A 群では１０％
程度の減少にとどまっているのに対し、E 群で
は１９９０年の５４％水準まで減少した。また、平均

付加価値額については、A 群では１９９０年の２倍
あまりの規模に増加した。その半面、E 群では
１９９０年の約４２％水準まで落ち込んだ。

④その結果、１９９０年から２００３年にかけて A 群と E
群の差が大幅に縮小した。平均従業者数の格差

は３.６倍から２.２倍へ低下した。平均付加価値額
は約８倍の格差があったが、１.６倍まで接近して
いる。
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図表１　電気機械産業の付加価値額の変化による地域
区分

（百万円、％）

平均増減率２００３１９９０

－１.７６１４,６７８,３０６１８,４８５,６７１全　国

６.６３３６９,５２６１６０,３７６広 島

Ａ
群

６.４９１３７,０１０６０,４７２北海道

６.４２３０６,５０４１３６,４１８富 山

５.７９６３６,８２６３０６,５４９三 重

５.７３８５,８６４４１,６２０宮 崎

４.１９１５６,２７４９１,６９４鳥 取

３.１６８６,０７０５７,４６９青 森

２.１１１５８,７７８１２１,００２石 川

Ｂ
群

２.０１３６６,６９６２８３,２３１新 潟

１.４８２２０,４９７１８２,２２８岐 阜

１.４０１９６,４５７１６３,９５２熊 本

１.２６９６３,９２１８１８,７７０静 岡

１.１０５７,９１７５０,２２８島 根

０.７５１２５,３０４１１３,７４９愛 媛

Ｃ
群

０.６３３９０,９８０３６０,４４２京 都

０.６０１３３,２２１１２３,２７７福 井

０.４０２０１,９０２１９１,８０９岡 山

０.３７８９７,５７４８５５,５７０愛 知

－０.０７５２４,７２１５２９,１８４福 島

－０.０８６９８,２３８７０５,３０４長 野

－０.１１１７０,３８３１７２,８４２秋 田

－０.２８２７０,７２８２８０,９４８宮 城

Ｄ
群

－０.３８２６３,７１７２７７,０８９山 形

－０.７９３４１,２５１３７８,５３５千 葉

－０.８６２２７,６０８２５４,６７３福 岡

－０.９６８８４,４３６１,００２,５９８大 阪

－１.３２４９９,８７６５９３,８８４栃 木

－１.３２１７３,８０８２０６,６２７岩 手

－１.６８５９３,４２４７３９,３８７兵 庫

－３.２６４２０,２４８６４６,５０５茨 城

Ｅ
群

－３.４８２１６,１３６３４２,３２５山 梨

－３.８６４９０,６４１８１８,３６７滋 賀

－４.０６５４７,６６２９３９,２００埼 玉

－５.５３４０１,７７５８４１,４２４群 馬

－５.５５８１,３６４１７０,９８６奈 良

－６.４１６６４,９３４１,５７２,３１９東 京

－８.０６３２,１０３９５,７７３長 崎

－１０.２２８０４,０４５３,２６７,３６５神奈川

資料：経済産業省「工業統計」（従業者３０人以上）か
ら作成。

図表２　平均従業者数と平均付加価値額
（人、百万円、％）

a． １県あたり従業者数

増減率２００３１９９０

－２.８７２３,６３９３４,５０５全国

－０.８６１５,１７５１６,９６８Ａ群

－１.７２２３,７９５２９,８２０Ｂ群

－２.１４３１,１９６４１,３４３Ｃ群

－３.０９３１,４５９４７,３２３Ｄ群

－４.６３３３,０６３６１,２４６Ｅ群

b． １県あたり付加価値額

増減率２００３１９９０

－１.７６３１２,３０４３９３,３１２全国

５.８０２５４,０１１１２２,０８５Ａ群

１.５０３２７,３７８２６９,９０２Ｂ群

０.２２３９２,７９０３８１,５２２Ｃ群

－１.０５４０６,８５６４６６,７１８Ｄ群

－６.４４４０６,５４５９６６,０２９Ｅ群

資料：経済産業省「工業統計」（従業者３０人以上）か
ら作成。



⑤付加価値額の５群別構成をみると、１９９０年には

E 群が全国の４８.４％を占め、D 群と E 群を合計
するなら６９.２％に達していた。しかし、E 群の
ウエイトは２００３年には２６.５％まで低下した。代
わりに A 群のウエイトは４.８％から１２.９％へ、
また B 群のそれは９.０％から１４.２％にそれぞれ
拡大している。

⑥付加価値額に関する都道府県間の変動係数は

１９９０年の１.２３から２００３年には０.７１に縮小した。
　このように付加価値額の５群別構成や変動係数

の変化をみるなら、電気機械産業は地理的に分散

傾向にあるといえる１０）。

３．電気機械産業の構造変化

　本稿では、「工業統計」による電気機械産業の従

業者数を Y、従業者数を L、有形固定資産現在高
を Kとして、主に労働生産性 Y／ Lの変化を中心
にみていく。

 （ １ ） 　電気機械産業の労働生産性
　従業者１人あたりの付加価値額によって電気機

械産業の労働生産性を５群別に比較すると（図表

３）、次の点がみてとれる。

①１９９０年代半ばごろまで、労働生産性はおおむね

規模に比例している。つまり、E 群、D 群、C
群、B 群、A 群の順で低い。
②全国平均を超えるのは１９９７年までは E 群だけで
あったが、その後 E 群の労働生産性が相対的に
低下するなかで各群のばらつきが増大した。

③１９９０年には E 群と A 群の間に２.２倍の格差が
あったが、２００２年に逆転し、２００３年には A 群が
E群の１.４倍となっている。５群間の格差を変動
係数でみると、１９９０年から２００２年にかけて格差

が順調に縮小していることがもっと明瞭にみて

とれる。ただし、２００３年にはわずかながら格差

拡大への揺れ戻しがみられる。

④労働生産性は１９９８～９９年に低下し、２０００年に不

規則的に上昇して再び低下したものの、１９９０年

代以降でみると趨勢的には上昇傾向にあるとい

える。
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１０）電気機械産業の地理的な分散については、１９８０年代
に関して田渕（１９８９）が、１９９０年代前半に関して柳井
（１９９８）がそれぞれ指摘している。

図表３　労働生産性・資本装備率・資本生産性

a．労働生産性（Ｙ／Ｌ）

資料：経済産業省「工業統計」（従業者３０人以上）
から作成。

b．資本装備率（Ｋ／Ｌ）

c．資本生産性（Ｙ／Ｋ）



　労働生産性をみるときには、資本装備率 K／L
と資本生産性 Y／K にもあわせて留意する必要が
ある。いうまでもなく労働生産性は両者の組み合

わせ、つまり Y／L＝（K／L）・（Y／K）によって
決定されるからである。

　まず、従業者１人あたりの有形固定資産現在高

によって資本装備率をみると（図表３）、次の点が

指摘される。

① A群から E群のあいだで、つまり規模間で明確
な関係や傾向はみられない。

② A 群の資本装備率は、いわゆる IT 革命が本格
化しはじめた１９９５年ごろを境に急激に上昇して

いる。

③順位の入れ替わりはあるものの、資本装備率が

最高の群と最低の群との格差は１.２倍から１.３倍
程度で推移し、あまり大きく変化していない。

５群間の変動係数は小さく、ほぼ横ばいで推移

している。

　次に、有形固定資産現在高あたり付加価値額に

よって資本生産性をみると（図表３）、以下の特徴

がみられる。

① E 群はごく最近に至るまで一貫して全国平均を
上回って推移してきた。E 群はほとんどの年次
を通じて５群中第１位であったが、２００２年に第

３位、２００３年には最下位に後退した。

②その代わり A 群の資本生産性は、ほぼ全期間を
通じて最下位であったのが、２００３年には第１位

に躍進した。

③労働生産性ならびに資本装備率は上昇傾向にあ

るのに対し、資本生産性はやや低下もしくは横

ばい傾向にある。各群間の変動係数は、労働生

産性の場合と同様、ほぼ一貫して低下し、ばら

つきが収束しつつある。

④資本生産性は有形固定資産の回転率、つまり端

的には機器・設備の稼働率を意味する。電気機

械産業が早くから集積していた E 群において回
転率が急激に低下しているのは、変化に対応で

きない機器・設備が増えてきたことを示唆して

いる。

　以上のように特に A群と E群とは対照的な傾向
を示している。５群間の労働生産性は趨勢的には

ばらつきが縮小しているものの、２００３年には再び

格差がみられるようになっている。そのような労

働生産性の変化にとってどのような要因が作用し

ているかについてはあとで検討する。

 （ ２ ） 　電気機械産業の業容
　労働生産性の変化を検討するまえに、１９９０年代

以降における電気機械産業の業容推移を簡単にみ

ておこう。

　製造業全体（２０００３年、従業者３０人以上、新聞

業と出版業を除く）でみるなら、労働分配率（現

金給与総額／生産額）は１１.６％、原材料率（原材
料使用額／生産額）は５８.６％、付加価値率（付加
価値額／生産額）は３４.２％、従業者１人あたり現
金給与総額は４８５万円である。

　電気機械産業の業容は、製造業全体に比較する

と付加価値率はやや低い半面、労働分配率、原材

料率および１人あたり現金給与総額では上回って

いる。ただし、５群別にみると以下のように少し

ずつ異なる（図表４）。

①１９９０年代半ばごろまで、労働分配率と原材料率

とは平均従業者規模におおむね反比例していた

が、９０年代半ばに逆転し、最近は D 群と E 群
が A ～ C 群を上回るようになっている。
② A～ C群では労働分配率は比較的高水準であっ
た半面、１人あたり現金給与総額はあまり高く

なかった。しかし D 群と E 群、なかでも E 群
で相対的に伸び悩みが続いた結果、上位群と下

位群の格差が縮小している。にもかかわらず

２００３年の場合、A 群と B 群における１人あたり
現金給与総額は製造業全体平均（４８５万円）をも

下回る。

③全般に原材料率がわずかに上昇してきた結果、

付加価値率は漸減している。１９９０年代半ばまで

は E 群の付加価値率が最も高かったものの、そ
の後は A群と B群に抜かれている。特に２００３年
には A 群の付加価値率が突出している。
④変動係数で５群間のばらつきをみると、１人あ

たり現金給与総額については傾向的に格差が縮

小している。労働分配率、原材料率、付加価値

率については、１人あたり現金給与総額に比較

すればもともと格差が少なく、しかも最近まで

やや低下気味に推移してきた。しかし、２００２年

と２００３年については格差拡大の方向に比較的大

きく変化した。

⑤２００２年の E 群では１人あたり現金給与総額が高
騰している。これは、松下電器産業、富士通、
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NEC、日立製作所などによる大規模な雇用調整
が２００１年から２００２年にかけて集中し、退職金等

が上積みされた影響とみられる１１）。

　柳井（１９９８）は、１９８５～１９９５年における電気機

械産業の動向を検討している。それによると、大

都市圏とその近郊においては労働生産性（従業者

あたり付加価値額）と１人あたり現金給与総額の

両方が高いが、それを持続していくためには「特

注などの希少性が高く生産の難易度も高い試作品、

付加価値の高い新製品か高機能製品等を生産する

必要がある。またそれが大規模に維持されるため

には地域的な電機関連産業の集積が整っているか、

あるいは広域的な生産分業体制が組まれている必
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図表４　主要な成果指標の推移

c．付加価値率 （％）a．労働分配率 （％）

Ｅ群Ｄ群Ｃ群Ｂ群Ａ群全国Ｅ群Ｄ群Ｃ群Ｂ群Ａ群全国

３９.２３３.４３２.０３４.２３２.０３５.７１９９０１１.２１３.３１２.７１２.７１３.７１２.３１９９０

３８.１３３.１３２.３３４.０３３.４３５.３１９９１１１.２１３.４１２.２１２.６１３.９１２.２１９９１

３７.７３２.１３０.３３２.１３２.３３４.２１９９２１２.５１４.５１４.１１３.２１４.８１３.５１９９２

３６.０３２.９３１.０３１.７３３.２３３.９１９９３１３.０１５.０１４.７１４.１１５.３１４.０１９９３

３６.７３３.４３１.６３３.６３４.９３４.７１９９４１３.１１４.８１４.４１３.６１４.７１３.９１９９４

３５.６３３.１３２.９３４.８３７.６３４.７１９９５１２.５１４.４１３.８１２.４１３.８１３.３１９９５

３４.２３２.１３４.０３４.３３４.８３３.９１９９６１２.３１３.８１２.３１２.０１３.７１２.７１９９６

３２.６３１.３３２.７３１.９３２.７３２.４１９９７１２.１１３.２１１.９１２.０１３.６１２.４１９９７

３０.９３０.１３３.１３３.１３４.６３１.９１９９８１３.６１３.９１３.０１２.３１４.０１３.４１９９８

３１.２３１.２３２.１３３.０３０.９３１.８１９９９１３.８１３.４１２.８１２.１１２.５１３.２１９９９

３２.７３３.３３２.０３２.５３３.５３３.０２０００１２.７１２.３１１.８１１.０１１.７１２.１２０００

２９.４２８.１３０.７３０.０３１.４２９.９２００１１３.７１４.３１３.０１２.２１３.４１３.５２００１

３０.３３０.４２９.２３２.８３４.４３１.０２００２１７.０１３.８１３.４１２.１１２.３１４.３２００２

２９.４３０.５３０.６３３.９４０.７３２.０２００３１３.７１１.８１２.１１１.６１０.５１２.３２００３

d．従業者１人あたり現金給与総額 （万円）b．原材料率 （％）

Ｅ群Ｄ群Ｃ群Ｂ群Ａ群全国Ｅ群Ｄ群Ｃ群Ｂ群Ａ群全国

４５０３９４３６６３３５３０８３９１１９９０５６.９６２.４６３.７６１.４６２.２６０.０１９９０

４７８４１０３８５３５６３２８４１２１９９１５７.８６２.５６３.４６１.６６０.４６０.３１９９１

４９５４２０４０７３６４３５０４２７１９９２５７.９６２.９６４.７６２.９６１.４６０.９１９９２

５１１４３９４１９３８３３５６４４２１９９３５９.４６１.８６４.１６３.１６０.２６１.１１９９３

５２５４５４４３１３９５３６６４５５１９９４５８.９６１.７６３.６６１.５５８.３６０.５１９９４

５３６４７２４５６４１５３８４４７１１９９５６０.３６２.１６２.６６０.３５５.６６０.６１９９５

５６１４８９４６１４３６３９９４８８１９９６６２.０６３.０６１.６６０.０５８.０６１.３１９９６

５７３５０４４７６４５４４１３５０１１９９７６３.１６３.８６２.９６２.５５８.９６２.６１９９７

５８２５０６４８０４５６４１６５０６１９９８６４.２６４.４６１.９６１.０５７.２６２.７１９９８

５７５４９４４８０４５９４２０５０２１９９９６３.８６３.４６２.９６１.６６０.４６２.７１９９９

５９３５１０４９３４６６４３４５１５２０００６３.４６１.８６３.４６２.３５８.８６２.１２０００

６１５５４９５１７４７９４６５５４１２００１６６.１６６.６６３.８６４.０５９.６６４.５２００１

６６６５５３５１７４７０４４３５４９２００２６４.５６４.０６４.５６１.４５７.７６３.０２００２

５７３５０３４９８４７３４３３５０６２００３６５.９６４.７６４.３６０.７５３.２６２.８２００３

資料：経済産業省「工業統計」（従業者３０人以上）から作成。

　 　  
１１）当時の雇用調整については、たとえば中国地方総合
研究センター『中国地域経済白書２００３』第２章第５節
を参照。産業分類改訂後の２００２～２００３年について細か
くみると、電気機械３産業のなかでも特に情報通信機
械器具において大規模な雇用調整が実施されたことが
うかがえる。なお、「工業統計」の従業者数にはパー
トタイマーと受入派遣従業者を含む。



要がある」（p２６１）という。しかし、後段の指摘
についてはともかく、前段部分については１９９０年

代半ば以降、状況が変化してきているとみられる。

　同様に柳井（１９９８）は、労働生産性が低いにも

かかわらず１人あたり現金給与総額が高い地域に

ついては、「より労働集約的な部品生産（汎用性の

ある電子部品など）や電子部品への基板への挿入

など、低賃金で大量の労働力を雇ってこなすより

労働集約的作業が中心になっていると考えられる」

（p２６１）としている。しかし、このことについて
も E 群の最近の動きをみるといちがいにはいえな
いようである。

 （ ３ ） 　成長格差の要因
　こういった業容変化の要因として、とりわけ

１９９０年代以降の電気機械産業における急速な技術

革新が考えられる。技術革新の問題についてはあ

とでもう一度検討するが、そのまえに景気循環と

産業構成変化の問題にも留意しておく必要がある。

これらは技術革新による帰結とみなすこともでき

よう。

　景気循環による影響をみるため、「工業統計」に

基づいて工業出荷額等と在庫額（製造品と半製

品・仕掛品の合計）のそれぞれ前年比を点検して

みた。全国と５群について比較しているが、A 群
と E 群をみれば十分である（図表５）。両群は労
働生産性や業容の推移において対照的な動きをみ

せてきたが、いわゆる在庫循環の面でも特徴的な

ちがいを示している。

　E 群では、在庫減→在庫積み増し→出荷増とい
う景気拡大に比較的明瞭に対応した動きが１９９０年

代後半に一時的にみられる。しかし、それが持続

することはなく、対象期間のほぼ半分の年次では

在庫も出荷もマイナスであり、特に２００２年には在

庫・出荷ともに大幅な落ち込みをみせている。

　これに対し A 群については、１９９０年代後半に景
気拡大に対応した動きが連続しており、在庫・出

荷ともに前年比の伸びが E 群に較べて大きい。
２００１年に一時的な調整がみられるものの、A 群の
堅調さは２０００年代に入ってもおおむね維持されて

いる。

　５群間の差がそれぞれの地域の成長格差による

ものであることは、シフト・シェア分析によって

端的に観察することができる。シフト・シェア分

析というのは、ある産業の２時点間における伸び

率と産業全体に対する構成比の変化、つまり増加

率寄与度を全国要因、当該地域の構造差要因、当

該地域の成長差要因の３つに分解して、それぞれ

の要因の寄与度をみるものである１２）。
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１２）シフト・シェア分析は以下のように定義される。d
は地域 r 産業 i の増加率寄与度、GiKiは全国の産業 i
の増加率寄与度、Giは全国の産業 i の増加率、Kiは全
国の産業 i の構成比、kirは地域 r 産業 i の構成比、gir

は地域 r 産業 i の増加率を示す。
　　dir ＝ GiKi ＋ Gi（kir － Ki）＋（gir － Gi）kir

　　　 ＝ 全国要因＋地域 r 産業 i の構造差要因
　　　 　＋同成長差要因
　　同分析の詳しい解説ならびに地域分析への応用例と
しては、櫟本（２００１）、阿部ほか（２００５）などを参照。

図表５　出荷と在庫の前年比

a．Ａ群

資料：経済産業省「工業統計」（従業者３０人以上）
から作成。 

 （注）在庫額は製造品と半製品・仕掛品の合計。

b．Ｅ群



　ただし、２００１年以前の「工業統計」の製造業計

については産業分類が改訂されたため、一貫した

比較をすることができない。そこで、代わりに

「県民経済計算」における製造業と電気機械の生産

額を取り出し、５群別に１９９０年度と２００２年度の変

化を調べてみた（あとで検討するとおり、「工業統

計」による付加価値額と「県民経済計算」による

生産額とは一致しないが、「工業統計」における変

化は「県民経済計算」における変化に対応はして

いる）。

　これによると（図表６）、もともと電気機械産業

の集積が少なかった A 群では、構造差要因の寄与
が１.８５％であり、５群のなかで最も小さい。しか
し、残り４群では成長差要因の寄与が構造差要因

の寄与をかなり下回るのに対し、A 群においては
成長差要因の寄与が７.７０％と傑出して高く、構造
差要因の寄与をはるかに上回っている。電気機械

産業の生産額が全国的に落ち込んでいるなかで、

A 群の成長がいかに大きかったかが分かる。逆に
E 群については成長差要因がマイナス２.００％であ
り、最も大きな落ち込みを示している。

　このような成長格差は、産業構成の変化にもみ

てとることができる。図表７は、電気機械産業を

構成する３産業の付加価値額の構成をみたもので

ある（全国、従業者４人以上の事業所）。３産業と

は下記のとおりである。

①電気機械器具：産業用電気機械器具、民生用電

気機械器具、電球・照明、電子応用装置、電気

計測器など

②情報通信機械器具：テレビ、携帯電話、電子計

算機、パソコンなど

③電子部品・電子デバイス：半導体、集積回路、

プリント回路など

　図表７によると、１９９０年代半ばまで電気機械産

業の付加価値額の４５％前後を電気機械器具が占め

てきた。しかしその後は漸減し、２００３年には

４０.２％まで低下している。情報通信機械器具の付
加価値額は、１９９２年ごろまではほぼ３０％を維持し

ていたものの、２００３年には２０％を割って１９.８％と
なっている。両者と入れ替わりに順調に伸びてい

るのが電子部品・電子デバイスである。電子部

品・電子デバイスの構成比は１９９０年代初頭には

２０％台であったが、１９９４年に３０％を超え、２００３年

には４０.０％、つまり電気機械器具とほぼ同じウエ
イトを占めるに至っている。

　従業者３０人以上の事業所についてみても（図表

８）、２００３年時点で従業者数では電気機械器具と電

子部品・電子デバイスがそれぞれ４０％強を占める。

付加価値額では電子部品・電子デバイスの構成比

は４１.２％であり、電気機械器具の３８.４％を上回っ
ている。

　５群別に付加価値額の構成をみると、電気機械

器具のウエイトが相対的に高い B・D・E群と電子
部品・電子デバイスのウエイトが高い A 群とに大
別される。C 群は両者の中間的な性格を持ってい
る。このうち A 群については、電子部品・電子デ
バイスの構成比が６３.０％と突出して高く、その代
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図表６　電気機械産業の伸びの要因分解
　　　　（１９９０～２００２年度） （％）

寄与度
当該地域要因

全国要因
成長差構造差

５.４８７.７０１.８５－４.０７Ａ群

０.６１１.６０３.０７－４.０７Ｂ群

０.１０１.１７２.９９－４.０７Ｃ群

－０.３２０.５２３.２２－４.０７Ｄ群

－３.５１－２.００２.５６－４.０７Ｅ群

資料：内閣府「県民経済計算年報」から作成。
（注） １．製造業の生産額に対する電気機械の生産額の

構成比による。
　　 ２．シフト・シェア分析については本文とその脚

注を参照。

 図表７　電気機械産業の付加価値額の構成（全国）

資料：経済産業省「工業統計」（従業者４人以上）
から作成。



わりに電気機械器具と情報通信機械器具の構成比

はそれぞれ５群のなかで最も低いものとなってい

る。

　B・D・E 群については、電気機械器具の構成比
が４０％台、電子部品・電子デバイスが３０％台、情

報通信機械器具が２０％台で共通している。これら

３群における付加価値額の構成は、１９９０年代半ば

の全国平均からほとんど変化しておらず、いわば

硬直的であることがうかがえる。また、E 群では
電子部品・電子デバイスの構成比が３１.３％で５群
のなかで最も低く、情報通信機械器具の構成比は

２６.０％で最も高い１３）。

　田渕（１９８９）は、１９７０年代から８０年代半ばにお

ける製造業の地方分散化について、複数の視点か

ら検討している。そのうちプロダクト・サイクル

説が適用できるかどうかを検証するため、電子計

算機・同附属装置製造業を取り上げ、主要都府県

における工業出荷額の推移を点検した。その結果、

同説は「これら２つの先端技術産業に限らず、

１９７０年代以降の製造業に共通して観測される地方

への分散化現象を説明するには、不適切であると

言わざるを得ない」（p２８４）としている。
　１９９０年代以降における電気機械産業の地域別変

化についても、プロダクト・サイクル説があては

まるとは考えられない。むしろもっと基本的な構

造変化が地域間の差異に表出しているとみる必要

がある。

 （ ４ ） 　電気機械３産業別の動向
　２００２年以降については、電気機械産業を構成す

る３産業が都道府県別に集計されているので、

もっと詳しく分析することができる（図表９）。

　２００２年から２００３年にかけて、電気機械器具と情

報通信機械器具の従業者数はやや減少したものの、

電子部品・電子デバイスでは微増している。付加

価値額の増加率は、電子部品・電子デバイス

１８.７％、情報通信機械器具４.０％、電気機械器具
１.９％の順で高い。
　経済産業省「工業統計」２００４年速報（従業者数

４人以上）によると、このような傾向は２００４年に

も持続している。２００３年に比較して従業者数は電

気機械器具で３.３％減、情報通信機械器具で２.２％
減、電子部品・電子デバイスで０.４％減、３産業全
体で２.１％減と軒並み減少した。ただし、電子部
品・電子デバイスの減少は比較的軽微なものにと

どまっている。また、付加価値額については、電

気機械器具で０.９％減であったものの、情報通信機
械器具で４.２％、電子部品・電子デバイスでは
１４.８％、そして３産業全体では６.４％、それぞれ増
加している。

　２００２年から２００３年について５群別にもっと細か

くみると、次のような傾向が指摘される。

①電気機械器具と情報通信機械器具の従業者数は

全国では減少した半面、A 群の電気機械器具な
らびに A～ C群の情報通信機械器具では増加し
ている。電子部品・電子デバイスの従業者数は

D群と E群で減少したが、A～ C群ではそれを
上回って増加したため、全国ではわずかにプラ

スとなった。

② E 群では、情報通信機械器具の付加価値額のみ
微増しているが、３産業すべてにおいて従業者
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図表８　電気機械３産業の構成（２００３年）

a．従業者数 （％）

電子部品デバイス情報通信電気機械

４０.６１８.４４１.０全国

５５.４１１.８３２.９Ａ群

３８.２１２.９４８.９Ｂ群

４１.１１９.３３９.６Ｃ群

３６.５２１.５４２.０Ｄ群

３５.３２３.２４１.５Ｅ群

b．付加価値額

電子部品デバイス情報通信電気機械

４１.２２０.４３８.４全国

６３.０１４.６２２.４Ａ群

３４.０２１.６４４.４Ｂ群

４１.８２３.０３５.１Ｃ群

３６.０１８.９４５.１Ｄ群

３１.３２６.０４２.７Ｅ群

資料：経済産業省「工業統計」（従業者３０人以上）か
ら作成。

　 　  
１３）秘匿値のある９県について、２００３年における付加価
値額の構成（全国計から秘匿値のない３８都道府県の合
計を引いた数値）をみると電気機械器具２７.１％、情報
通信機械器具１.７％、電子部品・電子デバイス７１.２％
であり、電子部品・電子デバイスに特化している。



数も付加価値額も減少した。

③ B 群の電気機械器具において従業者数が減少し
ていることを除けば、A 群と B 群については３
産業すべてにおいて従業者数も付加価値額も増

加している。特に A 群では情報通信機械器具の
付加価値額は約４０％、電子部品・電子デバイス

のそれは約５６％増加した。

　内閣府『経済財政白書』２００４年版では、地域経

済の回復を牽引する「好調業種」として電気機械

と輸送用機械をあげているが、みてきたように電

気機械のなかでも特に生産が活発であるのは電子

部品・電子デバイスである。その集積の地域差が

地域間の成長格差をもたらしているとみられる。

　５群ごとに１県あたりの従業者数と付加価値額

をみると、下記の点を指摘することができる。

①電気機械器具と電子部品・電子デバイスの平均

従業者数は９,６００～９,７００人であるが、情報通信
機械器具のそれは半分以下の４,３００人あまりであ
る。A 群の規模は全般に小さく、電気機械器具
と情報通信機械器具については全国平均の半分

以下である。しかし、電子部品・電子デバイス

の平均従業者数は A 群でも８,０００人近くに達し
ており、比較的規模が大きい。

② D 群と E 群では、２００２年から２００３年にかけて
３産業で共通して平均従業者数が減少した。電

気機械器具については全般に減少幅が大きいが、

A 群でのみ増加している。A 群では３産業のす
べてで増加となっている。情報通信機械器具と

電子部品・電子デバイスについては B群と C群
でも増加がみられる。
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図表９　電気機械３産業の伸び（２００２～２００３年）

a．電気機械器具 （％）

有形固定資産額付加価値額生産額製造品出荷額等原材料使用額等現金給与総額従業者数

－７.７３１.９１２.２３１.０６３.２０－９.３３－４.８９全国

－３.４７２.７５６.７９６.４４１０.３４－４.１４１.８１Ａ群

－９.５２６.０１２.２４１.６７０.８２－４.７９－４.０４Ｂ群

－１１.１０－２.９８１.４８１.０１３.９２－７.２７－６.８１Ｃ群

－３.８９４.５５２.３６１.０５１.１０－１０.５３－４.４５Ｄ群

－１０.２５－３.３２－２.０９－４.３５０.０６－１４.０７－７.３１Ｅ群

b．情報通信機械器具

有形固定資産額付加価値額生産額製造品出荷額等原材料使用額等現金給与総額従業者数

－７.３３４.０３２.７４２.９０２.９１－２０.３３－１.５６全国

－６.０４４０.０６１８.３６１８.５３１０.６５０.５４－０.４１Ａ群

１.２５４.９７５.９９６.８４６.５７４.３６２.８０Ｂ群

０.４９２０.４１２.０１２.４３－３.７１－０.９８３.０５Ｃ群

－１０.１３－１６.６２－１.４１－１.２４４.２８－１６.５４－３.１６Ｄ群

－１２.１１２.２０２.７７２.５５３.１９－３４.３０－５.２６Ｅ群

c．電子部品・デバイス

有形固定資産額付加価値額生産額製造品出荷額等原材料使用額等現金給与総額従業者数

－３.８３１８.７３１０.１８９.７９８.９７－３.９１０.９６全国

５.１１５５.８６２０.３１２１.１４４.９９１.１９１.９３Ａ群

１１.１８１７.６４１１.３４１１.０７８.８０９.９６７.１８Ｂ群

－８.６２２２.１６１６.３７１５.３７１９.９０－１.５０５.２８Ｃ群

－１２.８７１３.３５６.２９５.８４５.７２－１１.８３－２.７２Ｄ群

－４.７３－３.１７２.９０２.３０７.０６－７.２３－２.７６Ｅ群

資料：経済産業省「工業統計」（従業者３０人以上）から作成。



③平均付加価値額は、電気機械器具と電子部品・

電子デバイスについては１,２００億円台であるが、
情報通信機械器具についてはその半分の６３０億円

あまりである。

④電気機械器具と情報通信機械器具については、

A 群から E 群に向かって、つまり平均従業者数
でみた規模が大きくなるほど平均付加価値額も

ほぼ大きくなっている。しかし電子部品・電子

デバイスについては５群間の差が少ない。

　電気機械３産業間ならびに５群間の最近の成長

格差は、以下のようにパフォーマンスのちがいに

も現れている（図表１０）。

①労働生産性は、２００３年の全国では１,２００～１,４００
万円台であり、３産業間でそれほど大きな差は

ない。しかし A群と B群の情報通信機械器具で
は２,０００万円超、とりわけ A 群の電子部品・電
子デバイスでは１,９００万円超であり、ほかの２産
業・地域との間に懸隔がみられる。A 群の労働
生産性が最も高いが、それには情報通信機械器

具と電子部品・電子デバイスが寄与しているこ

とが分かる。

②資本装備率は２００３年の全国では電子部品・電子

デバイス１,１７２万円、電気機械器具７５０万円、情
報通信機械器具６１５万円の順で高い。情報通信機

械器具と電子部品・電子デバイスでは２倍近く

の差がある。電気機械産業全体では近年、A 群
と E 群の資本装備率が高いが、A 群では電子部
品・電子デバイス、E 群では電気機械器具が貢
献している。

③資本生産性は、全国では電気機械器具と電子部

品・電子デバイスで１００万円台、情報通信機械器

具では２００万円を超えている。電気機械器具と電

子部品・電子デバイスについては５群間であま

り大きな差はない。しかし、情報通信機械器具

については D 群と E 群では２００万円前後である
のに対し、B 群で４００万円、A 群では５００万円を
超えている。

④ A群と B群の情報通信機械器具における労働生
産性の高さには資本生産性の高さが作用してい

るとみられる。また、A 群の電子部品・電子デ
バイスにおいて労働生産性が高いのは資本装備

率が高いことが関係していると推察される。

４．労働生産性の規定因

　肝心なのは、労働生産性にかかわる５群間ある

いは３産業間の格差がどのような要因から生じて

いるかということである。ここでは３種類の方法

により、それをごく簡単に検証してみる。

 （ １ ） 　資本装備率と資本生産性
　最初に、１９９０～２００３年の時系列データを用いて

労働生産性 Y／L を目的変数、資本装備率 K／L
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図表１０　電気機械３産業の労働生産性・資本装備率
　　　　資本生産性（２００２～２００３年）

a．労働生産性（Ｙ／Ｌ） （百万円）

電子部品情報通信電気機械

２００３２００２２００３２００２２００３２００２

１３.４１１１.４１１４.６３１３.８５１２.３８１１.５５全国

１９.０５１２.４６２０.７１１４.７３１１.４１１１.３１Ａ群

１２.２５１１.１６２３.１０２２.６３１２.４７１１.２９Ｂ群

１２.８１１１.０４１５.０５１２.８８１１.１７１０.７３Ｃ群

１２.７４１０.９４１１.３７１３.２１１３.９０１２.７０Ｄ群

１０.９０１０.９４１３.７９１２.７９１２.６５１２.１３Ｅ群

b．資本装備率（Ｋ／Ｌ） （百万円）

電子部品情報通信電気機械

２００３２００２２００３２００２２００３２００２

１１.７２１２.３１６.１５６.５３７.５０７.７３全国

１５.０５１４.６０３.７５３.９７５.０５５.３３Ａ群

１３.２５１２.７８５.６９５.７７６.３５６.７４Ｂ群

１０.２１１１.７７６.５０６.６６７.８５８.２３Ｃ群

１０.７５１２.００６.０６６.５３７.５０７.４６Ｄ群

１１.６１１１.８５６.６３７.１５８.１６８.４３Ｅ群

c．資本生産性（Ｙ／Ｋ） （百万円）

電子部品情報通信電気機械

２００３２００２２００３２００２２００３２００２

１.１４０.９３２.３８２.１２１.６５１.４９全国

１.２７０.８５５.５３３.７１２.２６２.１２Ａ群

０.９２０.８７４.０６３.９２１.９６１.６８Ｂ群

１.２５０.９４２.３２１.９３１.４２１.３０Ｃ群

１.１９０.９１１.８８２.０２１.８５１.７０Ｄ群

０.９４０.９２２.０８１.７９１.５５１.４４Ｅ群

資料：経済産業省「工業統計」（従業者３０人以上）か
ら作成。



と資本生産性 Y／K を説明変数とする重回帰分析
をしてみた（図表１１）。

　回帰係数をみると、全国・各群ともに資本装備

率よりも資本生産性が寄与していることは明らか

である。これは、先にみたように５群間における

資本装備率の差は比較的小さかったのに対し、資

本生産性の変動は大きかったことが影響している

と考えられる１４）。

　実際、１９９０年から２００３年にかけて、D群と E群
では有形固定資産現在高 Kと付加価値額 Yの両方
が減少した。しかも有形固定資産現在高の落ち込

みよりも付加価値額の落ち込みが大きかった。ま

た、B 群と C 群では有形固定資産現在高と付加価
値額の両方が増加したが、付加価値額の伸びが有

形固定資産現在高の伸びに及ばなかった。その結

果、B から E の４群については、資本装備率の伸
びはプラスであったものの、資本生産性の伸びは

いずれもマイナスであった。これは稼働率の悪化

を意味している。

　一方、A 群については、付加価値額の伸びも有
形固定資産現在高の伸びも５群のなかで最も高く、

しかも有形固定資産現在高の伸びを上回って付加

価値額が増加した。その結果、資本生産性の伸び

は５群のなかで唯一プラスとなり、稼働率が好調

であった。また、資本装備率の伸びも最も高かっ

た。A 群の電気機械産業は後発であったにもかか
わらず、その分だけ新しい機器・設備が導入され

たとみられる。いわば「ヴィンテージ」の新しさ

が稼働率の高さとひいては労働生産性の高さをも

たらしたとみられる。

　参考のために１９８０～１９９０年について同じ処理を

してみたが、５群を通じて付加価値額が増加した

半面、それ以上に有形固定資産現在高の伸びが旺

盛であったことから、資本生産性は各群ともにほ

とんど変化しなかった。そのため１９９０～２００３年に

比較すると、資本生産性の回帰係数が低く、資本

装備率の回帰係数との格差は少ないという結果と

なった。

　以上のことから、１９９０～２００３年における労働生

産性の規定因として、特に有形固定資産現在高、

つまり設備投資の動向が影響していることが推察

される。１９８０年代の設備投資は５群共通してかな

り活発であったが、１９９０～２００３年のそれは各群に

おいて選択的に実施されたことがうかがえる。

 （ ２ ） 　電気機械３産業別の検討
　次に、３８都道府県に関する２００３年のクロス・セ

クション・データに基づいて、電気機械３産業別

に同様の重回帰分析を試みた（図表１２）。これから

次の点が指摘される１５）。
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１４）全国・５群ともに自由度調整済み決定係数や検定結
果は全般に有意といえるものの、E 群については正の
系列相関があることがうかがえる。全国と C 群につい
ては系列相関があるかどうか判断できない。A・B・D
３群については系列相関はみられない。

図表１１　５群別にみた労働生産性の規定因（１９９０～２００３年）

ＤＷ比Ｆ値決定係数
回帰係数（ｔ値）

Ｙ／ＫＫ／Ｌ

１.０３２**７３.００.９１７（１０.２４） **７.５６７（１２.０８） **１.５６７全国

１.８４３**８６３.６０.９９３（２６.８７） **９.８９８（３７.９５） **１.２５３Ａ群

１.７３１**４０９.８０.９８４（１５.３２） **６.９７６（２８.３４） **１.５２８Ｂ群

１.１４４**２９７.７０.９７９（１７.３７） **７.４５３（２３.４８） **１.４７７Ｃ群

１.５４４**２７０.９０.９７６（１６.３５） **７.６４９（２２.９５） **１.５１３Ｄ群

０.７２７**９０.５０.９３２（ ７.４６） **７.１０９（ ３.９３） **１.４９９Ｅ群

（注） １．時系列データに基づいて、Y/L を目的変数、K/L と Y/K を説明変数とした重回帰分析結果。
　　 ２．** 印は９９％水準、* 印は９５％水準で有意であることを示す。
　　 ３．決定係数は自由度調整済み。

　 　  
１５）図表１２の自由度調整済み決定係数をみると、５群別
にみたときに比較して低い。本稿で使用している５群
は１９９０年代以降における付加価値額の伸びに基づいて
分類したものであり、いわば同質的な都道府県から構
成されている。他方、ここでみた３産業のなかには、
成長の度合いが異なる都道府県がそれぞれ横断的に含
まれているため、説明力がそれほど高くないことが推
察される。



①労働生産性の規定因として、全般に資本装備率

より資本生産性による影響が大きい。特に電子

部品・電子デバイスについては、資本生産性の

回帰係数が大きい。

②電気機械器具と電子部品・電子デバイスについ

ては、資本装備率の回帰係数が１に満たない。

資本装備率の増加に見合って労働生産性が上昇

しない理由として、従業者数が相対的に過多で

あることが推察される。実際、既述のとおり、

電気機械器具と電子部品・電子デバイスにおけ

る平均従業者数は情報通信機械器具のそれの２

倍以上の水準である。また、これら２産業の労

働分配率は情報通信機械器具に較べて高いこと

も関係しているとみられる。

③情報通信機械器具については、資本生産性の回

帰係数は電気機械器具と電子部品・電子デバイ

スより低いが、資本装備率の回帰係数は１.５を超
え、３産業のなかで最も高い。

 （ ３ ） 　生産関数による検討
　最後に、下記のコブ＝ダグラス型生産関数に基

づいて、技術革新あるいは全要素生産性に相当す

る要因を試算してみた。ここでは５群間の相対比

較を目的にしているため、便宜的に「α＋β＝1」
という１次同次を仮定している。

　Y　＝　A・KαLβ

　両辺を労働 L で除して係数を整理すると、次式
が得られる。

　Y／L　＝　A・（K／L）α

　両辺の対数をとった線形回帰式により、労働生

産性の変化を資本装備率の変化と残差項によって

説明することができる。

　ln（Y／L）　＝　ln（A）　＋　α・ln（K／L）
　ln（A）　＝　ln（Y／L）　－　α・ln（K／L）
　全国ならびに５群について１９９０～２００３年の時系

列データをもとに係数と残差項を算出した（図表

１３）。その結果、１９９０～２００３年については以下の
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図表１２　電気機械３産業別にみた労働生産性の規定因（２００３年）

Ｆ値決定係数
回帰係数（ｔ値）

Ｙ／ＫＫ／Ｌ

**４８.５０.７２０（ ９.６２） **９.２６０（ ７.７０） **０.９３４電気機械産業

**４２.８０.６９３（ ８.３６） **５.５７１（ ７.３０） **０.６２６電気機械

**３０.７０.６１６（ ７.４４） **２.９９１（ ５.１１） **１.５４５情報通信

**２８.００.５９３（ ６.８６） **９.８３６（ ６.１５） **０.６９７電子部品

（注） １．２００３年の３８都道府県データに基づいて、Y/L を目的変数、K/L と Y/K を説明変数と
した重回帰分析結果。

　　 ２．** 印は９９％水準、* 印は９５％水準で有意であることを示す。
　　 ３．決定係数は自由度調整済み。

図表１３　５群別にみた労働生産性と資本装備率の関係（１９９０～２００３年）

ＤＷ比Ｆ値決定係数
Ｋ／Ｌの属性年平均増減率（％）

係数α（ｔ値）残差項Ｋ／ＬＹ／Ｌ

１.７９２４.６４０.２１９（ ２.１５４）０.２８００.１８８３.４０２１.１４２全国

１.２２４**２７.７４０.６５６（ ５.０７３） **０.８０８２.７９６４.８４４６.７１０Ａ群

１.３４４**２６.０００.６５８（ ５.０９９） **０.７６８－０.１０８４.４０６３.２７４Ｂ群

１.０８２**１３.３７０.４８８（ ３.６５６） **０.６５８－０.０３６３.７２８２.４１９Ｃ群

２.０７０**１２.４５０.４６８（ ３.５２８） **０.５８８０.３０５３.０６６２.１０７Ｄ群

１.８５６**２１.５６０.６１３（–４.６４３） **－０.６９２０.００９２.７５４－１.８９７Ｅ群

（注） １．時系列データに基づいて、Y/L を目的変数、K/L を説明変数とし、対数変換後の回帰分析結果。
　　 ２．** 印は９９％水準、* 印は９５％水準で有意であることを示す。
　　 ３．決定係数は自由度調整済み。



点を指摘することができる１６）。

①全国では、労働生産性の伸び率１.１４２％に対して
技術革新等の要因は０.１８８％、つまり１６％あま
りを説明している（ただし、自由度調整済み決

定係数は低い）。

② B・C・E群では、残差項がほぼゼロか若干のマ
イナスである。この期間における労働生産性の

増加率のほとんどは資本装備率の伸びによって

説明される（E 群については係数がマイナスで
あり、不規則な動きを示している）。

③これらに較べて A 群については、労働生産性の
伸び率６.７１０％のうち残差項が２.７９６％であり、
約４２％を技術革新等の要因が説明しているとみ

られる。これに次いで D 群でも残差項による寄
与が比較的高い。

　内閣府『経済財政白書』２００１年版・２００２年版な

どでは、１９９０年代における経済成長低迷の主要因

として、全要素生産性上昇率の低下と非製造業の

生産性の伸び悩みが指摘されている。この見解に

対しては、技術進歩率と全要素生産性を厳密に区

分したうえで、規模の経済性などを考慮すると、

全要素生産性上昇率の低下幅はそれほど大きいも

のではなく、非製造業より製造業のほうが低下幅

は大きいといった反論がされている１７）。

　本稿の試算はきわめて単純なものではあるが、

少なくとも全国の電気機械産業については、１９９０

年代以降における技術革新要因の伸びは、１９８０年

代に較べて鈍化していることが観察される１８）。し

かも本節の第１点に示唆されているとおり、１９９０

年代以降における技術革新要因の相対的な伸び悩

みは、この間における設備投資が一部の道県を除

いてそれほど活発でなかったことも影響している

とみられる。

　そのなかで A 群については、有形固定資産現在
高の伸びが旺盛であると同時に、技術革新要因の

絶対値も寄与率も突出して高いことから、１９９０年

代以降における構造変化の度合いが他の４群に比

較して大きかったことは明らかである。

５．地域経済への影響

　さらに肝心なのは、電気機械産業によって生み

出された付加価値が地域経済にどのように帰着し

ているかということである。そこで最後に、３産

業別・５群別に電気機械産業の付加価値額と県内

総生産との関係を検討する。

 （ １ ） 　付加価値の帰着
　いうまでもないことだが、「工業統計」による付

加価値額は「県民経済計算」による生産額に一致

しない。経済企画庁（１９８７）では、付加価値額か

ら工業出荷額に間接費比率を乗じた値を引いて純

生産額を推計し、地方ブロックごとに「県民経済

計算」との差額を比較している。

　その結果については、あらためて詳述するまで

もない。東京圏以外では軒並みマイナス、つまり

付加価値が漏出しており、東京圏のみプラスであ

る。その理由について、同レポートは「本社機能

等による所得移転」としている。岡田（２００５）は、

これを多国籍企業と現地法人とのあいだにおける

利益移転の仕組みになぞらえている。

　本稿では、もっと直截的に「県民経済計算」に

よる電気機械の生産額と「工業統計」による電気

機械産業（従業者４人以上）の付加価値額の関係

を調べてみた（図表１４）。日本標準産業分類の改訂

があったため、ここでは２００１年のデータを使用し

ている。

　両者の相関関係をみると、A 群と E 群について
は自由度調整済み決定係数が他の３群に較べて低

いことが分かる。E 群には付加価値額と生産額が
突出している神奈川県と東京都が含まれているた

め、変動幅が大きいことは首肯できよう。A・E２
群は、「県民経済計算」による生産額と「工業統

計」による付加価値額との相関が B・C・D ３群
に比較して相対的に高くないことから、相対的に

大きな乖離が生じていると推察される。

　このことを確認するため、「県民経済計算」によ
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１６）全国を除けば自由度調整済み決定係数と検定結果は
有意であり、系列相関もみられない。

１７）この論争については、岩田規久男・宮川努編『失わ
れた１０年の真因は何か』（東洋経済新報社、２００３）、吉
川洋『構造改革と日本経済』（岩波書店、２００３）、原田
泰『「大停滞」脱却の経済学』（PHP 研究所、２００４）、
若田部昌澄『改革の経済学』（ダイヤモンド社、２００５）、
宮川努『日本経済の生産性革新』（日本経済新聞社、
２００５）などを参照。
１８）１９８０～１９９０年の時系列データを用いて同様の分析を
してみると、全国の場合、労働生産性の伸び率は
４.８０９％、残差項は０.３５７％（７.４％）となる。



る電気機械の生産額から「工業統計」による電気

機械産業の付加価値額（従業者４人以上の事業所）

を引いて両者間の乖離率を算出してみた。図表１５

は、それぞれの年次における全国平均をゼロとし

て乖離率を調整したものである。その結果、次の

点が指摘される。

① B・C・D ３群については全国平均に対してマ
イナスの乖離幅が大きい。これは、全国平均に

比較すれば「工業統計」による付加価値額に見

合ったほどには「県民経済計算」による生産額

に帰着していないことを暗示している。

② A 群については１９９０年と１９９５年には全国平均と
のマイナスの乖離幅が大きかったが、２００１年に

は大幅なプラスに転じた。これは、全国平均に

比較すれば「県民経済計算」による生産額が

「工業統計」による付加価値額を相対的に上回っ

ていることを示唆している。

③ E 群には東京都が含まれているため、１９９０年と
１９９５年には大幅なプラスを維持してきたが、

２００１年にはほぼ全国平均並みに低下した。

④各群の平均乖離率が全般に縮小しているのは、

１９９０年代を通じてもともと規模の大きい都道府

県で落ち込みが大きく、小規模な道県で伸長し

た結果、都道府県間のばらつきが少しだけ解消

されたからである。

　以上のように A 群については乖離幅が相対的に
大きいが、その方向が他の４群とは逆であること

が分かる。１９９０年から２００１年にかけて正負の符号

が逆転しているのは A 群だけである。あくまで全

国平均との相対的な比較ではあるが、A 群では少
なくとも１９９５年までは「工業統計」による付加価

値額が県内総生産に十分に帰着せず、いわば漏出

型であったのが、２００１年にはそれが改善されたこ

とが推察される。

 （ ２ ） 　付加価値の源泉
　では、電気機械３産業のうち特にどの産業が地

域経済に貢献しているか──。２００２年のクロス・

セクション・データをもとに、５群ごとに電気機

械３産業の寄与を調べてみた（図表１６）。サンプル

数が限定されるため、一部に有意でない結果が出

ているが、おおまかな傾向はみてとることができ

よう。

　まず、「県民経済計算」による電気機械の生産額

を目的変数、「工業統計」による電気機械３産業の

付加価値額を説明変数とする重回帰分析によると、

全国については、情報通信機械器具と電子部品・

電子デバイスの回帰係数がそれぞれ１.３前後である
のに対し、電気機械器具のそれは１.０に満たない。
これは既述のとおり、前者２産業において最近の

付加価値額や労働生産性の伸びが高かったことか

らも当然である。

　また、県内総生産を目的変数、「工業統計」によ

る電気機械３産業の付加価値額を説明変数とする

重回帰分析によると、全国の回帰係数は、情報通

信機械器具、電子部品・電子デバイス、電気機械

器具の順で大きい。

　そのなかで A 群については、自由度調整済み決
定係数がいちじるしく低い。電気機械器具と電子
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図表１４　「工業統計」の付加価値額と
　　　　　　　　　「県民経済計算」の生産額の関係

回帰係数自由度調整済み決定係数

２００１１９９５１９９０２００１１９９５１９９０

１.１１３０.９０９０.９２３０.９８２０.９３１０.９５７全国 （３８）

１.１１２１.１５７１.２３２０.９０９０.９８１０.９７６Ａ群 （ ７）
１.２４９１.０９８１.１０８０.９８８０.９９３０.９９９Ｂ群 （ ６）
１.１７５１.１２５１.０８７０.９９５０.９９７０.９９８Ｃ群 （ ８）
１.１３８１.０４３１.１１２０.９９１０.９８１０.９９９Ｄ群 （ ８）
１.０４８０.８６４０.８８８０.９７１０.８８４０.９３１Ｅ群 （ ９）

（注） １．経済産業省「工業統計」（従業者４人以上、
２００１年）、内閣府「県民経済計算年報」（２００１
年度）に基づいて計算。

　　 ２．かっこは対象数。いずれも１％水準で有意で
あるので、検定結果等を省略。

図表１５　電気機械の付加価値額との生産額の乖離
（％）

２００１１９９５１９９０

５.１－６.６－５.３Ａ群

－１.４－３.３－４.１Ｂ群

－１.７－６.８－５.９Ｃ群

－２.６－４.８－４.７Ｄ群

０.９７.５５.１Ｅ群

（注） １．電気機械について、内閣府「県民経済計算」
の生産額から経済産業省「工業統計」（従業
者４人以上）の付加価値額を引いて、後者と
の乖離を求めた。

　　 ２．各年次において全国がゼロとなるよう各群の
乖離率を調整。



部品・電子デバイスの回帰係数はマイナスである。

これらの係数も有意ではない。A 群では電子部
品・電子デバイスのウエイトが高く、付加価値額

の３分の２近くを占めているが、回帰係数の符号

だけみるなら、電子部品・電子デバイスが大きけ

れば県内総生産も大きいとは必ずしもいえない。

むしろウエイトは低いけれども、情報通信機械器

具の動向が県内総生産に貢献しているといえそう

である。

　最後に、県内総生産を目的変数とし、「工業統

計」による電気機械産業（３産業計）の付加価値

額を説明変数とする重回帰分析をしてみた（図表

１７）。１９９０年と１９９５年、さらに産業分類改訂前の

２００１年のデータを使用し、３時点で比較した。そ

の結果は下記のとおりである。

①全国では年次を追って決定係数と回帰係数が上

昇している。つまり、電気機械産業の付加価値

額が大きければ当該都道府県の県内総生産も大

きいという傾向があり、それが年次とともに少

し強まっていることがうかがえる。

② A 群では電気機械産業の付加価値額と県内総生
産との間にほとんど関係がみられない。これに

は A 群ではもともと製造業のウエイトが低いこ
とも関係していることが想像される。２００１年度

の「県民経済計算」によると、A 群では県内総
生産に対する製造業の生産額は１７.０％（全国
２０.５％）、電気機械の生産額は２.３４％（同
２.９７％）であり、たしかに全国平均を下回る。
③ B 群については決定係数が高く、検定結果も有
意であることから、電気機械産業による地域経

済への影響が少なくないとみられる。これは B
群ではもともと製造業のウエイトが高く、一定

の集積があるからだと推察される。実際、県内

総生産に対する製造業の生産額は２５.１％、電気
機械の生産額は３.７９％である。
④製造業のウエイトは B群よりも C群のほうが大
きい（県内総生産に対する製造業の生産額は

２７.４％、電気機械のそれは４.００％である）。し
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図表１６　電気機械３産業別の県内総生産への貢献

a．「県民経済計算」の電気機械への影響

Ｆ値決定係数
回帰係数（ｔ値）

電子部品・デバイス情報通信電気機械

**５３０.９７０.９７７（ １１.８２） **１.３２０（ １３.０６） **１.２８０（ １５.１８） **０.９３３全国 （３８）

**６１１.２７０.９９７（ ２６.２１） **１.１８１（ １１.６８） **１.１６２（ ２３.８４） **０.８９６Ａ群 （ ７）
**１５３.６９０.９８９（　７.９５） *１.２９３（　３.８４）１.３８０（　４.９５） *０.７５６Ｂ群 （ ６）
**３７.３８０.９４０（　３.０６） *１.４４０（　２.９９） *０.９５０（　４.０５） *０.９２８Ｃ群 （ ８）
**１７５.０５０.９８７（　３.２１） *１.０９５（　２.０２）０.６７５（　８.２７） **１.１９９Ｄ群 （ ８）
**１２４.０３０.９７９（　４.４６） **１.２７２（　８.７６） **１.４３２（　５.３８） **１.０１８Ｅ群 （ ９）

b．県内総生産への影響

Ｆ値決定係数
回帰係数（ｔ値）

電子部品・デバイス情報通信電気機械

**１２.４８０.４８２（　１.６７）４７.０７７（　２.８０） **６９.１９６（　１.６２）２５.０５２全国 （３８）

０.８９０.２０５（－０.３６）－１４.１２２（　１.５３）１３１.９００（－０.１４）－４.５８８Ａ群 （ ７）
**４３.４１０.９６２（　３.６８）２０.２６９（－０.１８）－２.２３４（　４.７５） *２４.５４１Ｂ群 （ ６）
**２１.２９０.８９７（－０.７４）－１６.３６７（　０.２５）３.６５９（　６.６０） **７０.９２９Ｃ群 （ ８）
*８.０５０.７５１（　２.１２）１２１.１５９（－０.７４）－４１.９０３（　２.０８）４８.４８０Ｄ群 （ ８）

３.３２０.４６６（　０.９６）１０４.４５８（　１.６６）１０３.９１６（　０.５１）３６.６２３Ｅ群 （ ９）

（注） １．２００１年の３８都道府県データをもとに、「県民経済計算」による電気機械の生産額ならびに県内総生産のそれ
ぞれを目的変数とし、「工業統計」による電気機械３産業の付加価値額を説明変数とした重回帰分析結果。

　　 ２．** 印は９９％水準、* 印は９５％水準で有意であることを示す。かっこは対象数。
　　 ３．決定係数は自由度調整済み。



かし１９９０年を除くと検定結果は有意ではないこ

とから、C 群では電気機械以外の産業の影響が
相対的に強まっているとみられる。

⑤ D群は B群に次いで決定係数と回帰係数が高い。
しかし、D 群では電気機械の生産が低下した結
果、地域経済に対する影響も相対的に薄れてい

るようにみえる。

⑥ E 群には電気機械の付加価値額と県内総生産が
突出して大きい東京都と神奈川県が含まれてい

る。また、県内総生産に対する製造業のウエイ

トが高い県から低い都県まで、電気機械のウエ

イトが高い県から、当初は高かったものの現在

は低下した都県まで、幅の広い都県から構成さ

れている。そのため、電気機械の付加価値額に

よる県内総生産への影響が比較的大きい都県と

そうでない都県とに二極化していることが推察

される。

６．ま と め

　以上の検討結果から得られる示唆と残された課

題を整理する。

　第１に、１９９０年代を通じてわが国の電気機械産

業には２つの大きな変化がみられた。

　１つは地理的な分散である。付加価値額に関す

る都道府県間のばらつきは縮小している。また、

電気機械産業の先行集積地域（D 群と E 群）にお
ける付加価値額の全国比は１９９０年には６９.２％で
あったが、２００３年には５０.１％に低下した。代わり
に後発地域（A 群と B 群）のそれは１３.８％から
２７.１％に倍増した（従業者３０人以上）。
　１９９０年代半ばまでにこういった地理的分散がみ

られることは、田渕（１９８９）と柳井（１９９８）がす

でに指摘している。今回の検討結果によると、同

様の傾向が１９９０年代半ば以降も内容を変えながら

継続しているということができる。

　もう１つは産業構成の変化である。１９９０年には

電気機械器具の付加価値額が全体の４３.３％を占め
ていたが、２００３年には４０.２％に低下した。その代
わり電子部品・電子デバイスの構成比が２５.２％か
ら４０.０％へ拡大し、電気機械器具と肩を並べるま
でになった。情報通信機械器具のウエイトは

３１.４％から１９.８％に大きく落ち込んだ（従業者４
人以上）。

　第２に、このような構造変化は地域差にきわめ

て鮮明に反映されている。本稿では、１９９０～２００３

年における付加価値額の伸びに基づいて都道府県

を５群に分類した。付加価値額が最も増加した A
群と最も減少した E 群とは対照的なちがいを示し
ている。おおまかには A 群は電子部品・電子デバ
イス特化型、E 群は旧来型といえよう。
　A 群は、E 群に較べると依然として規模は小さ
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図表１７　電気機械産業による県内総生産への貢献

回帰係数（ｔ値）自由度調整済み決定係数（Ｆ値）

２００１１９９５１９９０２００１１９９５１９９０

３０.７５６１９.２０７１４.４３７０.４５５０.４１２０.４１３
全国（３８）

（５.６４６） **（５.１８９） **（５.１９４） **（３１.８８） **（２６.９２） **（２６.９７） **

１４.８６３４.４８５－０.５８５０.０５７０.００１０.０００
Ａ群（ ７）

（ ０.５５０）（０.１９１）（０.０２４）（ ０.３０）（ ０.０４）（ ０.００）

１３.６２７１１.３３８１３.８１６０.９３１０.９０４０.９４０
Ｂ群（ ６）

（８.２４５） **（６.９２９） **（８.８７８） **（６７.９８） **（４８.０１） **（７８.８２） **

１９.４２４１７.６８１２１.０５４０.３４７０.２６３０.５１６
Ｃ群（ ８）

（２.１７４）（１.８７２）（２.９０９） *（ ４.７３）（ ３.５０）（ ８.４６） *

３２.３６７３６.９５８２８.７６６０.４６５０.６２４０.６７５
Ｄ群（ ８）

（２.６６１） *（３.５５３） *（３.９４５） **（ ７.０８） *（１２.６２） *（１５.５６） **

４４.７２２１９.５６１１３.５４２０.４６３０.２８６０.２４６
Ｅ群（ ９）

（２.８１２） *（２.０５１）（１.８９９）（ ７.９１） *（ ４.２１）（ ３.６１）

（注） １．目的変数は県内総生産、説明変数は「工業統計」による電気機械産業の付加価値額である。
　　 ２．** 印は９９％水準、* 印は９５％水準で有意であることを示す。かっこは対象数。



いものの、いわば後発メリットを生かして技術革

新に対応し、景気循環の恩恵を最も享受すること

ができた。その結果、最近になって A 群の労働生
産性が E 群のそれを逆転した。
　今回の分析によると、１９９０年代における労働生

産性の変化は、主として資本生産性の格差によっ

て説明されることが分かった。資本生産性は有形

固定資産現在高、つまり設備投資の状況に依存し

ている。E 群では１９９０年代を通じて有形固定資産
現在高が減少すると同時に、それを上回って付加

価値額が伸び悩んだ。これは機器・設備の稼働率

がいちじるしく悪化したということである。

　これとちょうど正反対なのが A 群である。A 群
では有形固定資産現在高が順調に増加するととも

に、それ以上に付加価値額が伸びた。その結果、

好調な稼働率を示した。

　第３に、このようななかで各地域の機能のよう

なものに変化が生じていることがうかがえる。労

働生産性と１人あたり現金給与総額の関係をみる

と、次の点が指摘される（図表１８）。

①１９９０年と１９９５年については、労働生産性と１人

あたり現金給与総額のあいだに比較的強い正の

関係がみられるのに対し、２００３年にはむしろ負

の関係に逆転している。

② A・B・C３群については右上方にシフトしてい
る。つまり、労働生産性と１人あたり現金給与

総額の両方が相対的に上昇している。D 群につ

いては労働生産性は上昇している半面、１人あ

たり現金給与総額はわずかに低下している。E
群については他の４群とちがい左にシフトして

いる。つまり、年次を追って労働生産性が低下

すると同時に、１人あたり現金給与総額も微少

ではあるが、相対的に減少している。

③ A・B・C３群については、労働生産性の上昇に
対応して１人あたり現金給与総額が増加してい

る。しかし D 群と E 群、特に E 群については
１人あたり現金給与総額の変化が硬直的であり、

労働生産性の変化に対応していない。

　宮川（２００５）は、１９９０年代における日本経済の

低迷要因のひとつとして、「これまでの生産性上昇

の担い手であった製造業が縮小し、代わりに拡大

してきたサービス業が製造業の代わりを果たすよ

うな生産性の上昇を実現していない」（p５２）こと
を指摘している。それにより生産性の変化と賃金

水準のあいだの乖離幅が拡大するなど、産業構造

転換が進行しながらも「経済全体の効率性が大き

く歪められていた」（p７３）という。
　電気機械産業についても、１９９０年代に停滞した

地域においては、そのようなある種の歪みを見い

だすことができる。

　一方、１９９０年代半ばまでの電気機械産業の状況

を検討した柳井（１９９８）によれば、労働生産性と

１人あたり現金給与総額の両方が高い東京都や神

奈川県のような地域──本稿の分類では E 群にほ
ぼ一致する──の地盤沈下が憂慮されるという。

これらの地域には試作品開発機能や高機能製品生

産拠点が集中しているからである。

　たしかに図表１８をみると、１９９０年と１９９５年につ

いては E 群がそのような意味で牽引力となってい
たことが分かるが、２００３年には労働生産性と１人

あたり現金給与総額のいずれか一方が相対的に大

きい地域とそうでない地域とに二分されている。

また、５群の分布は負の関係にある。これらのこ

とは電気機械産業全体が調整過程にあることを示

唆しているのかもしれない。

　第４に、電気機械産業が活況を呈しても、それ

が当該都道府県の県内総生産に帰着しているとは

かぎらない。特に A 群については「工業統計」の
付加価値額が増大し、「県民経済計算」の生産額の

拡大に結びついていることはうかがうことができ

た。しかし最終的に県内総生産の増加に結実して
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図表１８　労働生産性と従業者あたり現金給与総額
　　　　（５群別、１９９０年、９５年、２００３年）

（注） １．Ｘ軸は労働生産性、Ｙ軸は１人あたり現金給
与総額。

　　 ２．各年次について全国を１００として調整。



いるかどうかは、残念ながら今回の分析ではよく

分からない。

　A 群について、電気機械産業の付加価値額と県
内総生産のあいだに明確な関係が見いだせない理

由として、もともと製造業のウエイトがそれほど

高くないことに加え、原材料調達などを当該道県

以外の地域に依存していることが考えられる。

　第５に、このことから２つの示唆と課題が導か

れる。１つには、産業集積の点から電気機械産業

の構造変化を再点検する必要があることである。

また１つには、「工業統計」と「県民経済計算」に

依拠した分析には限界があるため、電気機械産業

による地域経済への影響については、「産業連関

表」がそろった段階で再吟味する必要があること

である。

　たとえば１９８０年代半ばまでにおける製造業の集

積状況の変化を検討した田渕（１９８９）は、特に電

気機械産業については地方分散に伴って統計的に

は地域間で同質化が進んでいるようにみえながら

も、「実際には企業内で製造工程の地域間分業が行

われている」（p２８８）と推測している。１９９０年代
以降のグローバル化のいっそうの進展により、こ

れがどのように変質しているかを検討しなくては

ならない。

　また、A 群を構成する７道県のうち富山・三
重・広島３県（付加価値額３,０００億円以上）の付加
価値額を合計すると、A 群全体の７３.８％を占める。
これら３県についてみると資本生産性は A 群平均
と変わらないものの、労働生産性は２,１８０万円（A
群平均１,６７４万円）、資本装備率は１,３８２万円（同
１,０４４万円）と高い。富山・三重・広島３県が A
群の高いパフォーマンスの原動力となっているこ

とは明らかである。これら３県では最近でも規模

の大きい新規投資がみられる。その理由について

も、当該県の産業立地政策を勘案すると同時に、

主として集積と産業連関の点から詳しくみていく

ことが必要と考えている。
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The Structural Transformation of Electronic Industries and 
Regional Economy between 1990 and 2003 in Japan

ITO, Toshiyasu*

Abstract

　The industrial classification of the Manufactures Census has been revised in 2002. Manufacture of 
electrical machinery, equipment and supplies has divided into three industries; 1) Manufacture of 
electrical machinery, equipment and supplies, 2) Manufacture of information and communication 
electronics equipment, 3) Manufacture of electronic parts and devices. Electronic Industries as a general 
term refer to these three industries in this paper.
　Through the analysis on electronic industries between 1990 and 2003, we could find out such points as 
follows; 1) Geographically dispersion of electronic industries has gone further, 2) While information and 
communication electronics equipment are getting weak, electronic parts and devices are growing up, 3) In 
the bigger prefectures by gross value added of electronic industries, both of gross value added and labor 
productivity have not so much increased than those of lesser, 4) Both of gross value added and labor 
productivity of lesser prefectures by gross value added have increased owing to rising of fixed capital 
investment, 5) The growth rate of cash wages and salaries for employees has not coincided with that of 
labor productivity, 6) Increase of gross value added in the Manufactures Census can lead to increase of 
gross domestic product of National Accounts in some region where there is a certain agglomeration of 
electronic industries.

Keywords; electronic industries, labor productivity, regional economy
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